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代表理事組合長
渡邉　健彦

　組合員の皆様におかれましては、平素よりＪＡの事業・活動に対しまして格別のご
理解・ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、農業を取り巻く環境は、中東情勢の影響等により石油関連資材が不足してお
り高騰が続くこと、異常気象により高温耐性の品種や栽培方法が求められること、担
い手不足により、新規就農者支援や第三者事業承継の取組が必要なこと、米価の乱高
下に振り回されていること等、厳しい状況が続いています。
　今こそ、ＪＡめぐみのは協同組合の原点に立ち返り、地域農業を最優先に考えなが
ら、組合員との対話を重ね、信用・共済・購買・販売・利用事業等を通じてくらしを
支援することで、「地域になくてはならないＪＡ」としての役割を発揮する時です。そ
のために、何でも相談できる状況を作り、組合員本位の業務運営を図ることにより、
組合員の営農と生活に寄り添います。
　そのような中、令和８年度は第８次中期経営計画の中間年となります。基本方針「組
合員・地域とともに食と農を支える協同の力の発揮」の実現に向け、目指す姿として
掲げた３本の柱を太く頑丈にして取り組みます。
　１つ目は、「次世代につなぐ持続可能な農業の実現」です。出向く営農戦略のもと、
ＭＡＰ、営農指導員は担い手や作目別部会員との対話を通じて、農業者所得増大のた
めに、収穫量増加・販売単価増加・品質向上・販路拡大に取り組みます。また、営農
指導と併せて生産資材だけでなく、金融共済部署と連携し、総合事業の強みを活かし
た提案を行います。
　なお、新たな品目や技術の導入、産地づくり及び食農教育等を後押しするために、「農
業の応援団」実施要領により支援いたします。
　２つ目は、「食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢
献」です。食と農による地域活性化戦略のもと、女性部・青年部や行政と連携し、食
と農を支える仲間づくりを推進します。また、地域団体と協定を結び、地域全体で農
業を支えます。
　３つ目は、「持続可能な総合事業経営のための経営基盤強化」です。経営基盤強化戦
略（効率化戦略・成長戦略）のもと、事業計画達成に向けて、ロジックツリーの考え方
により重要成功要因、重点施策及び行動計画まで明確に設定し、取り組みます。また、
令和８年４月から人事制度改革に取り組み、職員の成長とＪＡの成長が連動する仕組
みを構築しました。
　なお、組合員の事業利用メリットとして、令和８年度から事業利用分量配当の導入
を検討していきます。
　今後とも、ＪＡめぐみのは組合員の皆様のために、役職員一丸となって貢献してま
いります。新たなＪＡめぐみのを見守っていただきますとともに、皆様のご健勝・ご
多幸を祈念いたしまして、ご挨拶とさせていただきます。

令和８年７月
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わたしたちは、

1. 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。

1. �環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる
豊かな地域社会を築こう。

1. �ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を
実現しよう。

1. �自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に
経営し信頼を高めよう。

1. �協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求
しよう。
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基本理念基本理念

「地域」と「信頼」に基づくＪＡ綱領の具体的実践を行う「地域」と「信頼」に基づくＪＡ綱領の具体的実践を行う
1. 地域に密着します。
2. 地域からの「信頼」確保に努めます。
3. ＪＡ綱領にもとづくＪＡ運営をめざします。

ＪＡ綱領
わたしたちＪＡのめざすもの

　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・原則（自主、自立、参加、民主的運営、
公正、連帯等）に基づき行動します。そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の
革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携し、より民主的で公正な社会の実現
に努めます。
　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織としての社会的役割を誠実に果
たします。

（平成9年10月14日　第21回ＪＡ全国大会にて採択）
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令和８年度経営方針� （令和８年4月1日～令和９年3月31日）

「組合員・地域とともに食と農を支える協同の力の発揮」
　令和８年度は、第８次中期経営計画（令和７年度～令和９年度）の２年目であり、「組合員・地域とともに食
と農を支える協同の力の発揮」を基本方針に定め、３つの基本目標「次世代につなぐ持続可能な農業の実現」・
「食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献」・「持続可能な総合事業経営のた
めの経営基盤強化」を着実に実践します。
　「次世代につなぐ持続可能な農業の実現」においては、高温対策による品質向上や就農研修施設の運営によ
る新規就農者を増やす取組等、品目・地域別戦略による主要農産物の生産・販売強化に努めます。営農指導・
販売部門のＤＸ化については、生産現場との連携を強化し、多様な担い手への支援を実践します。また、ＪＡ
めぐみの「農業の応援団」実施規程を制定し、農業振興・食農に関する活動を行う団体を支援します。
　「食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献」では、組合員や地域住民とと
もに食と農を中心とした協同活動を実践し、地産地消の促進、地域活性化を目指します。
　「持続可能な総合事業経営のための経営基盤強化」については、持続可能な総合事業戦略の高度化による収
益基盤の強化に努めます。また、適正な内部統制の構築と運用のため、コンプライアンス態勢の充実を図る
とともに、様々なリスクへのモニタリング体制を強化します。
　ＪＡめぐみのは第８次中期経営計画の実践を通じて、農業と地域の活性化に貢献していきます。

Ⅰ　次世代につなぐ持続可能な農業の実現
Ⅱ　食と農とくらしを支える仲間づくりによる地産地消と地域活性化への貢献
Ⅲ　持続可能な総合事業経営のための経営基盤強化

《信用・共済部門》
（１）最良・最適な金融商品・サービスの提供
（２）住宅ローンをはじめとした各種ローンの提供
（３）資産運用・運用ニーズへの対応
（４）利用者への保障充足
（５）未保障者・未保障分野への保障提供
（６）地域に貢献する活動と人づくり
（７）�組合員・利用者の相続に関する各種相談に対応し、財産診断に基づく相続時評価及び対策の提案、遺言

書作成支援、事業承継支援を行うとともに、相続発生時における相続税申告、相続登記、遺産分割手続
き等について、専門家と連携したワンストップサービスを提供

（８）不祥事未然防止
（９）余裕金運用収益の増加（預金利息・有価証券）
（10）共済契約者満足度向上による保有契約の増加

事 業 計 画 基 本 方 針

実　施　項　目
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《営農指導部門》
（１）�農業振興または食農に関する活動を行う「農

業の応援団」の支援
（２）�農産物生産及び販売業務のシステム「ｎｉ

ｍａｒｕＪＡ」の運用拡大による営農指導と
業務の効率化

（３）�担い手経営体への労働力確保支援による経
営支援

（４）主要品目における環境調和型農業の推進
（５）�就農研修による新規就農者と多様な担い手

の育成
（６）次世代の担い手育成支援
（７）農業経営支援のための人材育成
（８）畜産技術に対する支援
（９）畜産経営に対する支援
（10）管内畜産物のブランド力向上に向けた活動

《販売部門》
（１）�主食用米をはじめとする米穀取扱高の増加
（２）ひるがの高原だいこんの取扱高増加
（３）夏秋トマトの取扱高増加
（４）いちごの取扱高増加
（５）�その他園芸特産物（青果物、花き、果樹、菌

茸等）取扱高増加
（６）直売所委託品取扱高の増加
（７）直売所来店客数の増加
（８）外販・インターネット販売の拡大

《利用・加工部門》
（１）水稲育苗センターの事業量の確保
（２）�カントリーエレベーター・ライスセンター

の事業量の確保
（３）�美濃種子センター・青果物選果場・だいこ

ん共同洗い場の事業量の確保
（４）加工事業（明方ハム）の収益増加
（５）加工事業（明方ハム）の費用削減

《購買部門》
（１）生産資材の供給高確保
（２）自動車事業の供給高確保
（３）農機事業の供給高確保
（４）資材店舗の供給高確保
（５）Ａコープの供給高確保

《生活部門》
介護事業
（１）利用者件数の確保
（２）�医療機関等との連携強化と情報発信の拡大
（３）介護サービス資質の向上
葬祭事業
（４）新規葬儀依頼の確保
（５）新規恵昇友の会会員の拡充
（６）職員の資質向上

《宅地等供給部門》
（１）宅地等供給手数料の確保

《経営管理部門》
（１）�事業総利益に対する事業管理費比率改善
（２）�組合員・地域住民との接点増加によるコ

ミュニケーション強化
（３）不祥事発生防止策の継続した取組
（４）�マネー・ローンダリング金融犯罪対策の強化
（５）�業務の棚卸による適正な人員配置と人材確保

に向けた取組
（６）遊休資産の活用・処分の取組


